




































Present Condition and Prospect in Korean Internet Shopping 























韓国はＩＣＴ（Information and Communications Technology 情報通信技術）先進国である。















（出所）ITU［2015］「Percentage of Individuals Using the Internet」をもとに筆者作成。 
                                                
1 ITU［2015]「Measuring the Information Society Report 2015」による。 
2 ITU［2015]「Percentage of Individuals Using the Internet」による。 
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4 毎日経済新聞電子版（2013 年 12 月 23 日付）。 
－ 3 － 



























                                                
5 Rayport, J.F. & Sviokla, J.J. [1994] による。他にフィリップ・エバンス／トーマス・Ｓ・ウースター
［1999］や伊藤元重［2014］の指摘も大変興味深い。 
6 朝鮮日報電子版（2014 年８月 25 日付）。 
7 ワード・ハンソン［2001］による。 














































商取引は、取引の性質や取引者間の関係で大きくＢtoＢ（Business to Business 企業間電子
商取引）、ＢtoＣ（Business to Consumer 企業と消費者間の電子商取引）、ＣtoＣ（Consumer 
to Consumer 消費者間電子商取引）に分類される10。 
 
（２）インターネット通販の動向 
 韓国統計庁のオンラインショッピング動向調査による 2014 年のＢtoＣ取引額は、約 45
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  2001 2005 2010 2011 2012 2013 
小売計 172 205 320 355 365 371 
インターネット通販 3 11 25 29 34 38 
マーケットシェア（％） 1.9 5.2 7.9 8.2 9.3 10.4 
無店舗小売業 9 15 23 26 29 29 
総合量販店 17 24 31 36 37 38 
マーケットシェア（％） 9.8 11.6 9.8 10.1 10.2 10.4 
百貨店12 16 17 16 17 17 17 
スーパーマーケット 9 11 20 22 24 24 







                                                




14 経済産業省「平成 26 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関
する市場調査）」、「平成 17 年度電子商取引に関する市場調査」、「平成 12 年度電子商取引に関する市
場規模・実態調査」による。 
－ 7 － 
ターネット通販の市場規模は 12.8 兆円にのぼり、前年比 14.6％増となっている。具体的に
みると、物販分野（小売）の市場規模が 6.8 兆円、旅行や金融などサービス分野が 4.5 兆
円、そしてオンラインゲームや音楽・動画配信のデジタル分野が 1.5 兆円となっている。
小売業の不振をよそに、インターネット通販は成長期を迎えている。2014 年の小売販売額
128 兆円15 に占めるインターネット通販の販売額シェアは 10％に達しているが、物販分野
に限るとそのシェアは半分にまで下がる。 
 
図表５ インターネット通販の商品別取引額の推移（10 億ウォン） 
  2001 2005 2010 2012 2013 2014 
旅行および予約サービス 215 1,604 3,445 5,577 6,419 8,412 
衣類・ファッション及び関連商品 176 1,583 4,248 5,550 6,281 7,328 
化粧品 80 587 1,414 1,946 2,100 2,664 
生活・自動車用品 232 1,056 2,572 3,655 4,279 5,174 
家電・電子・通信機器 704 1,786 3,117 3,751 4,105 4,922 
PC および周辺機器 846 1,027 2,388 3,063 3,084 3,419 
ソフトウェア 74 98 132 81 60 59 
飲食料品 80 531 1,642 2,892 3,289 3,686 
農水産物 101 285 681 956 1,132 1,151 
児童・乳幼児用品 85 406 1,512 1,658 1,947 2,225 
スポーツ・レジャー 88 396 1,076 1,334 1,639 1,912 
書籍 183 496 1,169 1,273 1,196 1,279 
事務・文具 45 106 340 415 515 471 
楽器・ＡＶ関連 54 95 154 142 153 162 
その他 345 579 1,259 1,730 2,255 2,337 







                                                
15 経済産業省「平成 26 年商業統計速報」による。 
16 岸本徹也［2013］に詳しい。 

























 日本の場合、インターネット通販の物販分野の市場規模は 6.8 兆円にのぼる。その内訳
を商品別に見てみると、「衣類、服装雑貨等」が１兆 2,822 億円と最も高く、次いで「生活
家電、ＡＶ機器、ＰＣ・周辺機器等」１兆 2,706 億円、「食品、飲料、酒類」１兆 1,915 億
円、「雑貨、家具、インテリア」１兆 1,590 億円、「書籍、映像、音楽ソフト」8,969 億円の
                                                
17 ホームプラスホームページ（韓国テスコ）による。 
18 Copeland, M.T. [1932] による。  























図表６ 取扱商品および運営形態別取引額の推移（10 億ウォン） 
  2001 2005 2010 2011 2012 2013 2014 
取扱 
商品別 
総合モール 2,260 7,415 19,042 21,836 25,858 29,814 34,777 
専門モール 1,087 3,261 6,161 7,237 8,210 8,684 10,467 
運営 
形態別 
オンライン専門 1,391 5,913 16,961 18,991 22,131 24,611 28,616 
オン・オフライン並行 1,956 4,762 8,242 10,081 11,938 13,887 16,628 
（出所）表３に同じ。 
 





























                                                
19 インターネット通販のビジネスモデルについては木村達也［2005］、田村晃二［2008］、丸山正博
［2011］に詳しい。 
－ 11 － 
サービス「Auction」が開設され、2002 年には大手携帯電話３社（ＳＫＴ、ＫＴＦ、ＬＧＴ）
によるモバイル通信販売も開始された。 
韓国のインターネット通販業界は、eBay Korea のＧmarket と Auction、そして INTERPARK、
さらにモバイル通信最大手のＳＫテレコムが展開している 11 番街の大手３社構図となっ






























チャーとして 1999 年に組織されたが、翌 2000 年には分社化している。その後はインター
パーク・グスダク、そしてインターパーク・Ｇマーケットへ社名を変更している。同社の
取扱額は 2003 年には 670 億ウォンに過ぎなかったが、出品手数料を引き下げるなどしてこ
れまで Auction の独壇場であった同市場のトップになるまで急成長を遂げる。そして同年




－ 12 － 
オークションは、1998 年に韓国初となるインターネット競売サービス「Auction」サイト開設後、
同市場において圧倒的な地位を築いてきたが、2001 年に米国 eBay 社に買収される。現在は、競売サー
ビスの他に通常のネット通販も展開するなど事業戦略を見直している。1995 年米国創業の eBay 社
は、1999 年に日本法人「イーベイジャパン」を設立、日本電気と組んで 2000 年にオークションサイ
トを開設したが、先行していた Yahoo!オークションに太刀打ちできず、2002 年に撤退している。そ




 2010 2011 2012 2013 2014 
売上高 3,540 4,441 6,281 6,622 7,339 














10 年間の売上高も 10 倍強に拡大しており、トップシェアを維持している。しかし、イン
ターネット通販市場の拡大とともに新規参入者に加え、大手流通財閥もＯtoＯマーケティ
ング20 を強化しており、競争が激化している。こうした中、プロモーション関連コストも
2010 年の 881 億ウォンから 2014 年 2,056 億ウォンへと大きく増加している。 
                                                
20 ＯtoＯ（Online to Offline）とオムニチャネルの違いについては、角井亮一［2015］を参照されたい。 




年以降グループのネット通販関連事業をインターパーク INT に統合している。14 年の売上高は
4,073 億ウォンであり、主な内訳はインターネット通販 17％、オンライン書店 47％、チケット 21％、
トラベル 15％となっている。特に、韓国のインターネット書店市場は 13 年 9,100 億ウォンである
が、当社はその 36％を占めている。なお、14 年のグループ売上高は３兆ウォンを超えており、そ




会社となる。現在の会員数は 1,700 万人で、１日平均訪問者数 110 万人にのぼる。同サイ
トには、ロッテ百貨店およびヤングプラザのテナントの 92％にあたる 1,057 ブランドが入
店している21。 






 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 
売上高 104 448 1,350 1,746 1,940 2,007 2,059 






                                                
21 ロッテドットコムホームページによる。 
22 ロッテドットコム家電チーム長 ソン・ジェドン氏の取材による（2014 年９月 14 日）。 
－ 14 － 
決済、包装・配送、顧客対応に至るまでのトータルサービスを提供するＬＥＣＳ（Lotte.com 
E-commerce Customizing Service）を展開している。そのため、京畿道に 10,000 ㎡の専用の
配送センターを設けている。ネット注文商品の 45％は、専用の物流センターから発送して
おり、センター在庫商品は翌日配送になっている。 
同社は、インターネット通販のモール事業の他に、出店者向けのシステム構築事業や B to 














図表 10 インターネット通販のチャネル別の販売額（10 億ウォン） 
 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
百貨店５社 2,620 3,210 3,550 3,940 4,170 4,860 
総合量販店３社 310 660 1,020 1,320 1,610 2,020 
テレビ通販６社 2,460 3,230 3,590 4,050 4,800 5,930 
ネット書店４社 1,050 1,020 910 930 970 1,080 
ＳＮＳ３社 50 100 170 3,140 4,810 7,500 
Gmarket、Auction、 
INTERPARK、11 番街
12,330 13,470 15,110 16,300 17,860 19,660 
その他 8,300 8,890 9,000 9,220 9,500 9,700 
（出所）韓国オンラインショッピング協会[2015]。 
（注）2014 年、15 年は予測値である。その他にはＥＣホスティングサイトの中小モー 
ル、メーカーの自社通販サイト、専門モールなどが含まれる。 
－ 15 － 
マーケットとも呼び、総合的な品揃えのモール型ビジネスを展開している大手３社の 2012
年度のマーケットシェアは、eBay Korea 社傘下のＧマーケットとオークションがそれぞれ
35％と 28％を占めており、ＳＫテレコム社の 11 番街が 30％、インターパーク４％、その
他３％となっている23。韓国オンラインショッピング協会でも上位３社のマーケットシェ























                                                
23 インターパーク社の 2014 年度「事業報告書」による。 
24 韓国オンラインショッピング協会［2015］による。 
25 日本経済新聞電子版（2015 年２月７日付）。 
26 総務省「平成 26 年情報通信白書」による。 








図表 11 韓国における家電品のチャネル別マーケットシェア（％） 
 家電量販店 総合量販店 個人商店 オンライン テレビ通販 
大型冷蔵庫 69.2 13.4 13.1 1.7 2.7 
ドラム洗濯機 71.4 14.1 12.6 1.9 0.0 
スタンドエアコン 69.4 11.4 12.6 1.8 4.8 
ＬＥＤテレビ 61.1 14.8 11.4 2.8 9.9 
ＬＣＤテレビ 3.2 19.0 50.0 27.8 0.0 
掃除機 51.7 13.4 8.1 8.5 18.3 
ＰＣ・関連用品 40.0 11.5 25.6 21.3 1.7 
デジタルカメラ 24.8 15.2 41.0 19.0 0.0 
（注）ロッテドットコム提供資料（ＧＦＫ）で、2014 年 6 月のチャネル別の月 
間マーケットシェア。 
 






応している。この制度は 2005 年雇用労働省の公式認証を受けている。 
PineⅡと Gilmore は、経済は経験に基づいた価値へ向かって発展していると主張してい
                                                
27 趙時英［2012］に詳しい。 
28 関根孝［2015］に詳しい。 




























                                                
29 PineⅡ, B.J. & Gilmore, J.H. [1998] による。 
30 「ヨドバシ アマゾンに勝つ－巨艦店×超速ＥＣの威力」『日経ビジネス』（2015 年 10 月 5 日号）。 
31 渡辺達朗［2014］による。 


















や店舗数は増えており、2015 年現在の利用可能な店舗数は 15,000 店に拡大している33。例
えばロッテマートでは、ネット注文２時間後には指定した店舗で商品のピックアップが可
能であり、出来立てのファストフードや惣菜などが購入できる。 





ネル戦略」を進め、2014 年度に 1,600 億円だったグループのネット経由売上高を 18 年度
には１兆円に増やす計画である34。 
                                                
32 朝鮮日報電子版（2014 年８月 25 日付）。 
33 ロッテドットコムホームページによる。 
34 日本経済新聞電子版（2015 年９月 15 日付）および『販売革新』（2015 年 11 月号）による。 
－ 19 － 
（４）モバイルショッピングと越境ＥＣの拡大 
韓国では、スマートフォンによるインターネット通販、すなわちモバイルショッピング
も急増している。大韓商工会議所の発表によれば、2011 年に僅か 6,000 億ウォンだったモ
バイルショッピング市場規模は 14 年に 13.1 兆ウォンまでに拡大している35。韓国の携帯電






ターネット通販の 2013 年度の市場規模は、10.4 億ウォンとなっている。特に、米国サイ
トからの購入が７割以上で圧倒的に多い。そして越境購買を選好する 67％の人は、国内で
の販売価格より安く購入できることをその理由にあげている。日本の 2014 年度の市場規模
は、2,086 億円となっており、このうち米国経由は 1,889 億円、中国経由は 197 億円である
（経済産業省[2015]75 頁）。また、米国や中国の消費者が日本のＥＣサイトから購入する商






ンキング 15 位に付いており、直近５年間の平均成長率は 26.7％を記している。一方、世
界ランキング１位のウォルマート（同 3.3％）を含めて、グローバルな事業展開をしてい
る上位の小売企業の多くが低成長率にとどまっている。アマゾンアニュアルレポートによ
れば、2014 年 12 月期の売上高は約 890 億ドルに達している。米国以外でサイトを運営し
ている国は 13 か国であり、こうした海外での売上高は 335 億ドルにのぼっている。ドイツ
                                                
35 大韓商工会議所［2015］による。 
36 韓国未来科学創造部「無線通信サービス統計現況」による。 
37 総務省「平成 26 年版情報通信白書」による。 
38 ＮＲＦ（National Retail Federation）[2015]「2015 Top 250 Global Powers of Retailing」による。 
－ 20 － 
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